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第三者割当により発行される株式および第11回新株予約権の募集並びに新たな事業の開始に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年２月 19 日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当に

より発行される株式（以下「本新株式」といいます。）の募集および新株予約権（以下

「本新株予約権」といいます。）の募集を行うこと（以下、本新株式及び本新株予約権

の募集を総称して「本第三者割当」といいます。）、並びに、新たな事業を開始すること

について決議いたしましたので、お知らせいたします。 なお、同取締役会議決におけ

る本第三者割当の採決にあたっては、当社代表取締役である姜杰は、本第三者割当の割当先

の１つであるEurostar HK Holdings Limited（以下、「ユーロスター香港」といいます。）の100％出資の

大株主であり、特別の利害関係を有するため、割当決議に参加いたしておりません。 

 

 

Ⅰ．第三者割当により発行される株式および第 11 回新株予約権の募集について 

１．募集の概要 

＜本新株式の募集の概要＞ 

(1)払込期日 平成 28 年３月７日から同月 14 日（注）１ 

(2)発行新株式数 25,000,000 株 

(3)発行価額 １株につき 11 円 

(4)調達資金の額 275,000,000 円 

発行諸費用の概算額を差し引いた手取り概算額

については、下記３．調達する資金の額、使途

および支出予定時期をご参照下さい。 

(5)募集又は割当方法 
（割当予定先） 

第三者割当の方法により、次の者に割り当てま
す。 
 
Ping An Dynamic Fund I    20,000,000 株 
Eurostar HK Holdings Limited 5,000,000 株 
 

(6)その他 上記各号については、金融商品取引法に基づく
有価証券届出書の届出の効力発生を条件としま
す。 

(注)１.本第三者割当に関しては、平成 28 年３月７日から同月 14 日までを会社法上

の払込期間として決議しており、上記では、当該払込期間を払込期日として記

載しております。 

２.末尾に本新株式の発行要項を添付しております。 

会 社 名  株式会社サハダイヤモンド 

代表者名  代表取締役社長 姜 杰 

（コード：９８９８、東証ＪＡＳＤＡＱ） 
問合せ先  代表取締役副社長 井上 喜明 

（ＴＥＬ.０３－３８４６－２０６１）



 
ご注意：この文書は、当社が第三者割当による新株式及び新株予約権の発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたもの

ではありません。 

 
－2－ 

 

 

 

＜本新株予約権の募集の概要＞ 

(1)割当日 平成 28 年３月７日 

(2)払込期日  平成 28 年３月７日から同日 14 日 

(3)新株予約権の総数  570,000 個 

(4)発行価額 総額 8,550,000 円 
（新株予約権１個当たり 15 円） 

(5)当該発行による潜在株式数 57,000,000 株 

(6)資金調達の額 
635,550,000 円 
（内訳） 
新株予約権発行分    8,550,000 円 
新株予約権行使分   627,000,000 円 

上記資金調達の額は、本新株予約権の払込金の

総額に、すべての新株予約権が行使されたと仮

定して算出された金額の合計額です。新株予約

権の権利行使期間内に行使が行われない場合お

よび当社が取得した新株予約権を消却した場合

には、上記資金調達の額は減少します。 

(7)行使価額 1 株当たり 11 円 

(8)募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、次の者に割り当てま
す。 

Eurostar HK Holdings Limited  300,000 個 

Ping An Dynamic Fund I    270,000 個 

(9)その他 ①譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会

の承認を要するものとします。 

②取得条項 

当社は、本新株予約権の割当日以降、東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が 20 取引日連続して、行使価額の 150％を上回

った場合、当社は、当社取締役会が別途定める

取得日の 20 取引日前までに本新株予約権者に対

する通知又は公告を行うことにより、当該取得

日において本新株予約権１個につき金 15 円で、

当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は

一部を取得することができるものとします。 

③その他 

前記各号については、金融商品取引法に基づく

届出の効力発生を条件とします。 

(注)末尾に本新株予約権の発行要項を添付しております。  
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２.募集の目的および理由 

(１)資金調達の目的および理由 

当社は、昭和31年創業以来、ダイヤモンドを主力商品とした数々の宝飾品を販売してまいりました。

平成15年には、日本で唯一社、ロシア連邦サハ共和国（ヤクーチア）政府とダイヤモンド分野における 

｢貿易経済協力｣を締結したうえ、ロシア連邦サハ共和国（ヤクーチア）公開型株式会社サハダイヤモン

ドの株式58％を取得し子会社とし、ロシア連邦サハ共和国産のダイヤモンド原石を仕入、同国内におい

て研磨事業も推進するなど、それまで高品質ながらも流通ルートの確保が難しかったロシア連邦サハ共和

国産ダイヤモンドにおける独自の流通ルートの確立に成功いたしました。 

また、平成20年以降、インターネットを利用した小売事業にも参入し、さらには小売店舗として東京

銀座店や大阪心斎橋店を中心に名古屋、広島、仙台、東京駅前に計６店を展開し、これにより原石仕入か

ら研磨、製品化そして小売と、ダイヤモンド事業におけるサプライチェーンを構築するに至りました。 

そもそも当社が小売事業に進出したのは、ダイヤモンド事業においては小売事業の利益率が高いためで

あり、当社の収益性を高めるうえでは不可欠であったためです。しかしながら、当社の主力製品であった

ブライダルジュエリー分野においては、競争の激化に加えて、少子化・晩婚化の影響等により市場が縮小

していく状況にあり、また小売事業は、店舗の継続的な維持改良および広告宣伝の継続的かつ効果的な利

用が不可欠な事業であるにもかかわらず、当社の資金難といった状況から広告宣伝費にも予算がかけられ

ない状況が続いたことで、販売不振に拍車がかかり、結果、小売り事業からの撤退を余儀なくされてしま

いました。現在では本社所在地における本店店舗のみを残して全て撤退しております。 

その結果、当社グループは平成16年３月期以降、継続的な営業損失から脱却できずにおり、平成24年

３月期から平成27年３月期までの４期連続して営業利益及び営業キャッシュ・フローの額が負の状態と

なったことから、有価証券上場規程第604条の２第１項第２号に該当する為、上場廃止に係る猶予期間入

りしております。今期（平成28年3月期）において営業利益もしくは営業キャッシュ・フローの黒字化

を達成できない場合には、上場廃止になる状況となっており、当社の株主をはじめとした利害関係者に多

大なる損害を与えてしまうおそれのある状況に陥っております。 

当社は、上場廃止を回避すべく、全社一丸となって日々営業活動に邁進しますとともに、いままでのよ

うな状況を改善すべく、当社グループが、本業としているダイヤモンド事業において継続的に業績向上を

目指すためには、当社グループのブランドである「バージンダイヤモンド」の知名度アップと併せ、日本

国内向けのブライダルジュエリーの販売を強化するため高品質なロシア産ダイヤモンドを、原石の研磨か

らエンゲージリングまで一貫し生産する「バージンダイヤモンド」の価値をご理解いただける宝飾品小売

店、チェーン店と業務提携を結び、販売網を拡充するとともに、求め易さを重視した商品開発を進めてま

いります。 

さらに、新規事業によって新たな収益源を獲得する事を目的として、後記Ⅱ「新たな事業の開始につ

いて」のとおり、宝飾品を中心とした免税品を訪日外国人向けに販売していくことを目的とした店舗の

運営（以下、「免税品販売事業」といいます。）を推し進めていく計画をしております。 

免税品販売事業につきまして、当社は平成27年11月に当社代表取締役に就任しました姜杰が中国の出

身であり、中国の国内事情に詳しく、また、中国国内の旅行代理店にパイプを持つことから、訪日中国人

を主要顧客としており、具体的には、中国国内の旅行代理店と業務提携して中国人観光客を誘致し、中国

人観光客に人気である真珠や珊瑚を中心とした宝飾品を、西新宿に実店舗を構え販売する計画でありま

す。免税品販売事業がターゲットとする市場規模は、平成27年度の訪日外国人市場規模が３兆4771億円

であり、うち中国人観光客の市場規模は１兆4174億円と、実に全体の40.8％を占めております（いずれ

も日本政府観光局公表）。訪日外国人市場は、東京オリンピックが開催される平成32年度までには4兆円

規模になると言われており、今後、更なる成長を見込める市場であります。 

また、店舗の出店エリアにつきましては、ターゲット顧客である中国人観光客の買い回り先のひとつで

ある「新宿」に隣接する「西新宿」を計画しております。 

西新宿には訪日外国人客の宿泊する施設も多く、また、現在、当社代表取締役である姜杰が中国国内の

旅行業者と、ツアー客を当店舗に優先的に誘導してもらうように交渉を進めていることから、連日多くの

中国人観光客で賑わう新宿に隣接しながらも、ツアー客を取り込む為の観光バスを停車する余地のある当
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エリアが、当免税品販売事業の店舗出店にふさわしいと判断いたしました。 

そのために、当社グループでは在庫拡充の為の仕入資金、および、新規事業への投資資金、収益が安定

化するまでの当社運転資金を必要としており、このような手元資金を適時かつ大規模に確保するためには

、新たな資金調達が必要であることから、当社は、当社グループの経営方針や経営戦略および当社グルー

プの資金需要について理解いただける割当予定先から資金を調達するため、あらゆる資金調達の選択肢に

ついて検討し、今回、本第三者割当による新株式および新株予約権の発行による資金調達を実施すること

を決議いたしました。本第三者割当によって調達した仕入資金と運転資金を活用し、当社グループ全体の

事業成長の加速と財務体質の改善を実現し、最終的には当社の企業価値増大に寄与するものと判断してお

ります。  

 

(２)資金調達の方法として本第三者割当による新株式および新株予約権発行を選定した理由 

当社グループが今後、収益を確保し、かつ、安定的に成長していくためには、当社の強みであ

るロシア連邦サハ共和国産ダイヤモンドの同国内における原石仕入から自社研磨という独自の

流通ルートを最大限に活かし、同ダイヤモンドを、日本国内のブライダル市場での販売を強化す

ること、また、定期的かつ継続的な販売体制を構築すること、および、新規事業として宝飾品を

中心とした免税品を訪日外国人向けに販売していくことを目的とした店舗の運営を推し進める

ことにより当社グループの収益向上を図ることが、当社グループの安定基盤の確立および企業

価値向上に資すると判断しております。 

しかしながら、上記のとおり、当社の運転資金や財務基盤の健全性を維持していくために新

たな資金調達が必要である一方で、当社グループは平成 16 年 3 月期以降、継続して営業損失お

よび経常損失を計上したことから間接金融による資金調達が困難な状況にあり、直接金融によ

る資金調達を検討いたしました。 

そして、公募による新株式発行については、現在の当社の財務状況や時価総額の大きさ等を

考えると、引受証券会社を見つけることは困難であり、第三者割当による方法が現実的である

との考えにいたりました。そして、第三者割当による資金調達において、新株式の発行は、株

式価値の希薄化を一時的に引き起こし、既存株主の利益を損なう恐れはありますが、確実に資

金を調達できるメリットがあることから、割当予定先であるユーロスター香港および、Ping An 

Dynamic Fund I （以下、「PAD」といいます。）と新株式発行による資金調達の方法で交渉を重ね

てまいりました。割当予定先の１つであるユーロスター香港からは、当社グループが必要とする

調達金額を新株式で一部を引き受け、当社の仕入資金や運転資金等の資金需要が生じた際に機

動的に資金調達ができ、一度に大幅な希薄化が生じることを回避できる新株予約権で引き受け

たいとの要望がありました。また、もう１つの割当予定先である PAD は、当社グループの経営方

針や経営戦略および当社グループの資金需要についてご理解いただき、新株式での引き受けを

了承いただけましたが、全額を新株式で引き受けるのは難しいとの申し出があり当社としても

新株予約権の割り当てを実施することで、当社グループの損益状況や財務状況に応じて、段階

的に必要な資金を調達し、また一度に大幅な希薄化が生じることを回避することができるメリ

ットがあることから、ユーロスター香港および PAD と協議した結果、本第三者割当による新株

式および新株予約権の発行による資金調達の方法を選択いたしました。 

本新株予約権については、 当社が割当予定先であるユーロスター香港および PAD に本新株予

約権の行使を請求できる行使指定等の合意はなされておりませんが、 ユーロスター香港からは

、当社の資金状況や資金の必要性を確認した上で、仮に当社の株価が行使価額を下回っている

場合であっても、本新株予約権の行使を行う予定である旨を表明しており、その旨の確認書を

受領しております。また、PAD からは、当社の資金状況、資金の必要性を確認した上で、当社の

株価が行使価額を下回っていない場合には、確実に本新株予約権の行使を行う予定であること

を口頭で確認しております。 

  

（本新株予約権の特徴） 

 本新株予約権の特徴は、次のとおりとなります。 
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＜メリットとなる要素＞ 

①  本新株予約権は、発行当初から行使価額は 11 円で固定されており、行使価額修正条

項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なり、将来的な市場株価の変動によ

って行使価額が変動することはありません。また、本新株予約権の目的となる株式の

総数についても、発行当初から 57,000,000 株で固定されており、将来的な市場株価の

変動によって潜在株式数が変動することはありません。なお、株式分割等の一定の事

由が生じた場合には、行使価額および割当株式数の双方が本新株予約権の発行要項に

従って調整されます。 

② 本新株予約権には、上述「本新株予約権の募集の概要」の「（８）その他」欄に記載のと

おり、150％コールオプション条項により、残存する本新株予約権の全部又は一部を取

得することができます。 

③  本新株予約権には、譲渡制限条項が規定されており、本新株予約権の譲渡について

は、当社の取締役会の承認を要するものとしております。 

＜デメリットとなる要素＞ 

① 本新株予約権の行使が進んだ場合、57,000,000 株の新株式が交付されるため、既存株式

の希薄化が生じることになります。 

② 新株予約権の行使が進まない可能性 

当社株価が行使価額を下回って推移している場合には、本新株予約権の行使が進まず

当社の予定する資金調達が十分に行えない可能性があります。 

③ 当社の株価が下落する可能性 

割当予定先であるPADは、本新株予約権の行使によって取得した当社普通株式について

市場において売却する可能性があります。この場合、当社の株価が下落する可能性が

あります。 

 

３．調達する資金の額、使途および支出予定時期 

(１)調達する資金の額（差引手取概算額） 

①払込金額の総額 910,550,000 円

（内訳） 

（ア）新株式発行による調達額 275,000,000 円

（イ）第 11 回新株予約権の発行 8,550,000 円

（ウ）第 11 回新株予約権の行使 627,000,000 円

②発行諸費用の概算額 10,500,000 円

③差引手取概算額 900,050,000 円

(注)１．払込金額の総額は、本新株式の払込価額 275,000,000 円に本新株予約権の払込

金額の総額 8,550,000 円および行使に際して払い込むべき金額 627,000,000 円

の合計 635,550,000 円を合算した金額であります。なお、本新株予約権の行使

期間内に行使が行われない場合及び当社が本新株予約権を消却した場合には、

上記差引手取概算額は減少します。 

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれていません。 

３．発行諸費用の概算額の内訳は、登記費用・弁護士費用 7,000,000 円、割当予定

先等調査費用 1,500,000 円、新株予約権価格算定費用 1,000,000 円、有価証券

届出書作成費用 1,000,000 円を予定しております。なお、発行諸費用の内訳に

ついては概算額であり、変動する可能性があります。 
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(２) 調達する資金の具体的な使途および支出予定時期 

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞ 

具体的な使途 
金額（百万

円）
支出予定時期 

① ダイヤモンド事業における仕入資金 195
 平成28年４月～ 

平成28年11月 

② 免税品販売事業の新規出店費用 80
  平成28年４月～ 

平成28年５月 

(注)１．調達した資金は、支出までの期間、当社の取引金融機関の預金口座で保管する予定であります。

２．今後、当社を取り巻く環境に変化が生じた場合など、その時々の状況に応じて、資金の使途又は 

金額を変更する可能性があります。資金の使途又は金額に変更があった場合には、速やかに開 

示・公表いたします。 

  

＜本新株予約権の発行により調達する資金の具体的な使途＞ 

具体的な使途 
金額（百万

円） 
支出予定時期 

① ダイヤモンド事業における経費および仕入資金 185
  平成28年４月～ 

平成29年６月 

② 免税品販売事業の仕入資金等 140
  平成28年４月～ 

平成29年３月 

③ 本社運転資金 300
  平成28年４月～ 

平成30年３月 

(注)１．調達した資金は、支出までの期間、当社の取引金融機関の預金口座で保管する予定であります。 

２．本新株予約権による資金調達につきましては、割当予定先であるユーロスター香港からは、当

社が資金を必要とするタイミングで行使を表明しているため、来期におけるダイヤモンド事業及

び免税品販売事業はともに計画通り事業を遂行できることが資金的に担保されております。具体

的には、ダイヤモンド事業では平成28年５月までに200百万円、免税品販売事業では平成28年

４月までに220百万円の資金調達が必要な計画としております。しかしながら、もう１つの割当

予定先であるPADによる本新株予約権の行使が進まなかった場合にはユーロスター香港が引き受

けた本新株予約権をすべて行使した後の本社運転資金や平成29年４月に計画しているダイヤモン

ド事業の仕入資金（100百万円）が調達できない可能性がありますが、その場合には、収益によ

って得た手元資金の充当やダイヤモンド事業における計画の見直し、広告宣伝費や諸経費の削減

によって対応する予定です。 

３．今後、当社を取り巻く環境に変化が生じた場合など、その時々の状況に応じて、資金の使途又

は金額を変更する可能性があります。資金の使途又は金額に変更があった場合には、速やかに開

示・公表いたします。 

 

   本第三者割当により調達される手取金の使途のより具体的な内容につきまして

は、以下のとおりです 。 

 

① ダイヤモンド事業における経費および仕入資金 

当該事業の仕入資金は、ダイヤモンド事業を強化するための仕入資金に充当いたします。 

ダイヤモンド事業においては、当社のブランド「バージンダイヤモンド」の、エンゲージリン

グ、マリッジリングのデザインの見直しと商品の拡充をして、同ブランド商品の販売を強化し、
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また、一般ジュエリーを国内外の業者より仕入れ、ブライダル市場以外のジュエリーマーケット

にも販路を拡大する等、あらゆる施策に取り組み、収益拡大に努めてまいります。 

具体的には、エンゲージリングおよびマリッジリングをメインとした新サイト「Ｖｉｒｇｉｎ

Ｄｉａｍｏｎｄ」及び楽天市場の「ザ・ベストサプライズ」のインターネット販売並びにバージ

ンダイヤモンドショールーム等に、売れ筋商品の補充とデザインの刷新を図ることにより、販売

を強化し、また「バージンダイヤモンド」の価値をご理解いただける小売店、チェーン店と業務

提携をして、当社のブランド「バージンダイヤモンド」の店頭展開を増やし、販売網の拡充をし

てまいります。 

ダイヤモンド事業は委託販売が中心であることから、投下資金の早期回収および販売機会の損

失を避ける為には、出来る限り早期での商品補充が望ましく、つきましては、平成28年４月に

100百万円、平成28年５月に50百万円、、平成28年６月から平成29年3月までに86百万円、

平成29年４月に100百万円の合計336百万円の仕入を想定しており、本新株式および本新株予

約権の行使によって調達した資金を充当いたします。なお、平成29年５月から平成30年3月ま

でに142百万円の仕入を計画しておりますが、当該期間における仕入につきましては、ダイヤモ

ンド事業で得た収益で充当していく予定であります。 

商品の仕入、販売等につきましては、当社における計画となっており、現状として個別の交渉

までには至っておりません 

また、ダイヤモンド事業における経費として、平成28年４月から平成29年３月までに販売管

理費30,953千円、平成29年４月から平成30年３月までに販売管理費47,705千円の合計78,658

千円を見込んでおり、これに本新株予約権の行使によって調達した資金のうち44百万円を充当

いたします。 
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② 免税品販売事業の新規出店費用、仕入資金等 

当社グループは、海外事業、ダイヤモンド事業、ダイヤモンド研磨事業、トレーディング事業、

不動産事業の５つを報告セグメントとしておりますが、これらの既存事業に加えて、新規事業とし

て宝飾品を中心とした免税品を訪日外国人向けに販売していくことを目的とした店舗の運営、販売

事業を推し進めていく計画です。 

免税品販売事業の事業計画につきましては、成長市場である訪日外国人市場において当社の専門

分野である宝飾品を中心とした免税品を、中国人をはじめとする訪日外国人向けに販売していくこ

とを目的とした店舗の運営を行っていく計画であります。 

店舗を展開する事業としては、当社グループは以前にも、ダイヤモンドの小売店舗として６店舗

を展開しておりましたが、当社の資金状況が悪化したことで、継続的な維持改良および広告宣伝の

継続的かつ効果的な利用が困難になり、販売不振に陥ったことから、撤退を余儀なくされた経緯が

ありますが、当免税品販売事業は、以前の小売店舗とは異なり、訪日中国人観光客を主要顧客とし

ており、具体的には、中国国内の旅行代理店と業務提携し、中国人観光客を誘致して、中国人に人

気である真珠や珊瑚を中心とした宝飾品を主に日本国内の業者より仕入れて、実店舗を構え販売す

るものであります。また、当事業の店舗への訪日中国人観光客の誘致にかかる費用は、中国国内旅

行代理店への紹介料が主であり、必要となる費用については、販売に至った商品代金から捻出する

予定であります。 

店舗の出店に係る初期費用の総額は80百万円であり、内訳として、敷金・保証金で30百万円（支

出予定時期として平成28年４月を予定）、内装費で50百万円（支出予定時期として平成28年４月か

ら同年５月までを予定）を見込んでおり、出店予定時期としては平成28年６月を予定しております

が、店舗物件の調査や検討状況等によっては出店予定時期が延びる可能性があります。なお、当免

税品販売事業が早期に安定した収益を得るようになるためには、早急な店舗展開が必要になること

から、当初期費用を平成28年４月から平成28年５月に支出する予定であり、これに本新株式の割当

で調達しました80百万円を充当します。 

また、当免税品販売事業の商材の中核である真珠および珊瑚は、当社グループにほぼ在庫が無い

ことから、早急な商品補充を必要としており、同商品の仕入に平成28年４月から平成28年５月まで

に130百万円を想定しており、かつ、平成28年４月から平成29年３月までの免税品販売事業におけ

る経費・販売管理費への充当として10百万円を想定しておりますが、これらの資金については、本

新株予約権の行使によって調達した資金を充当いたします。なお、紹介料につきましては、今後、

中国国内旅行代理店と協議をいたしまして決定をし、商品の上代価格に転嫁いたします。 

また、商品の仕入、販売等につきましては、当社における計画となっており、現状として個別の

交渉までには至っておりません。 

 

③ 本社運転資金 

本社の運転資金は、当社グループの平成28年３月期における販売管理費の見込が約148百万円で

あることから、当社グループの平成29年３月期における本社運転資金としては、人員強化による契

約社員の増加分で約３百万円を含めた約150百万円を想定しており、また、平成30年３月期も同水

準の本社運転資金を想定しているため、２年で約300百万円を見込んでおります。当社は、現時点

において、既存事業の収益のみでは運転資金を賄うことができておらず、調達した資金を運転資金

として使用する予定であります。具体的には、当社における運転資金としては、本社の内部管理お

よび管理（経理およびＩＲ担当）部門人員を新規に採用し、管理体制の強化を図ることによる人件

費の増加および株主数が増加することによる証券代行手数料の増加、監査報酬といった上場維持の

ための最低限の間接的経費として資金が必要となり、その内訳は、１年間で人件費 約46百万円、
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支払手数料 約24百万円、支払報酬 約40百万円、その他販売管理費 38百万円、人員強化による契

約社員増加分 約３百万円の合計で約150百万円でありますが、２年ほどはそのすべてが不足する

ことを想定して、合計で約300百万円を充当する計画であります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当により調達する資金は、上記「３．(２) 調達する資金の具体的な使途および支

出予定時期」に記載のとおり、当社の本業であるダイヤモンド事業における仕入資金、および、

免税品販売事業への投資資金、本社運転資金に充当する予定であります。 

本第三者割当は、企業価値および株主価値を向上させるための唯一の方法であると判断してい

るため、本第三者割当による新株式および新株予約権の発行により調達する資金の使途には、

合理性があると判断しております。  
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５．発行条件等の合理性 

(１)払込金額の算定根拠およびその具体的内容 

① 本新株式 

発行価格は、株式会社東京証券取引所JASDAQ市場における本第三者割当に係る取締役会決議日の直前

営業日の終値を基準とし、割当予定先であるPADとの間で協議を重ねた結果、直前営業日の終値と同額で

ある11円といたしました。 

発行価格を株式会社東京証券取引所JASDAQ市場における当社普通株式の終値を基準とした経緯としま

しては、日本証券業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成 22 年４月１日付）（以下「日証

協指針」といいます。）によれば、第三者割当により株式の発行を行う場合には、その発行価格は、原則

として、株式の発行に係る取締役会決議の直前日の価格（直前日における売買がない場合は、当該直前日

から遡った直近日の価格）を基準として決定することとされているため、これに従い、当社取締役会決議

日の直前営業日の終値を発行価格の基準といたしました。 

 なお、当該発行価額は、本件第三者割当に係る取締役会決議日の直前営業日までの１カ月間の終値平均

である ９円から22％のプレミアム、当該直近営業日までの３カ月間の終値平均である10円から10％の

プレミアム、当該直近営業日までの６か月間の終値平均である14円から21％のディスカウントとなって

おります。 

 以上のことから、当社取締役会においては、今回の資金調達の目的、他の調達手段の選択肢を考慮する

とともに、本新株式の発行条件について十分に討議、検討を行い、本新株式の発行価額は、適正かつ妥当

な価額であり、有利発行には該当しないものと判断いたしました。 

  また、当社の監査役３名（うち２名は社外監査役）のうち、本日の取締役会に出席した２名（２名とも

社外監査役）からも、本第三者割当による新株式の発行は、取締役会決議日の直前営業日の終値に基づく

ものであり、また、取締役会決議日から直近の６か月間の終値平均からディスカウントになっているもの

の、直近の１か月間の終値平均および３か月間平均に対してはプレミアムを有するものであることから、

特に有利な払込金額には該当せず、適法である旨の意見を本日の取締役会に出席した監査役２名の賛同の

もと表明しております。当社取締役会において、監査役２名からその旨の説明を受け、当社取締役会の賛

同のもと、本第三者割当による新株式の発行を決議しております。 

なお、当社代表取締役社長である姜杰は、本件第三者割当の割当予定先の１つであるユーロスター香港

の100％出資の大株主であり、特別の利害関係を有するため、当該決議には参加いたしておりません。 

 

② 本新株予約権 

本新株予約権の発行価額の公正価値の算定には、他の上場企業の第三者割当増資における公正価値の算

定実績をもとに選定した第三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社（住所：東京都

千代田区永田町一丁目11番28号、代表者：代表取締役社長 能勢 元）に依頼し、本新株予約権の評価報

告書を取得いたしました。 

また、当該機関の公正価値の算定については、本新株予約権の諸条件、本新株予約権の発行決議に先立

つ当社普通株式の株価の推移、当社普通株式の株価変動性（ボラティリティ）、本新株予約権の発行要項お

よび割当予定先との間で締結する予定の総数引受契約に定められた諸条件を考慮し、ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針でも参照されている離散型時間モデルの一つであるモンテカルロ・シミ

ュレーションによる算定方法を採用しております。 

なお、当該機関による算定の条件として、基準となる当社株価11円（平成28年２月18日の終値）、権

利行使価額11円、ボラティリティ72.16％（平成26年１月から平成28年１月の月次株価を利用し年率換

算して算出）、権利行使期間２年、リスクフリーレート-0.150％（評価基準日における中期国債レート）、

配当率０％、当社による取得条項、新株予約権の行使に伴う株式の希薄化、当社株式の流動性、当社の信
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用リスク等を参考に公正価値評価を実施し、本新株予約権１個につき14.6円との結果を得ております。 

本新株予約権の行使価額については、本第三者割当に関する取締役会決議日の直前営業日の東京証券取

引所における当社普通株式の終値と同額である11円といたしました。行使価額の決定に際し、取締役会決

議日の直前営業日の株式会社東京証券取引所 JASDAQ 市場における当社普通株式の終値を基準値として算

定しましたのは、当社としましては、直前営業日の株価終値が当社の企業価値を反映しているものと判断

したことによります。 

 

以下、モンテカルロ・シミュレーションによる算定の前提となる各条件について記載致します。 

 

ⅰ．割当予定先の権利行使については、モンテカルロ・シミュレーションによる算定の前提として、行使期

間最終日（平成 30 年３月 13 日）に時価が行使価額以上である場合には残存する本新株予約権の全てを行

使するものと仮定しております。行使期間中においては、最小二乗法を組み合わせたモンテカルロ・シミュ

レーションに基づき行使タイミングを計算しております。具体的には、新株予約権を行使した場合の行使

価値と、継続して保有した場合の継続価値を比較し、継続価値よりも行使価値が高いと判断された時に割

当予定先が新株予約権を行使することを仮定しております。 

 

ⅱ．取得条項があることは、割当予定先にとっては、株価上昇に伴い新株予約権の価値が上昇しているに

も関わらず発行体の任意による新株予約権の取得およびその消却が行われる可能性があることから、投資

的・経済的な観点からはデメリットといえます。よって、取得条項があることは本新株予約権の価値を減

価する要因の一つとなります。当社の取得条項の発動前提は、本新株予約権の割当日以降、東京証券取引

所 JASDAQ 市場における当社普通株式の普通取引の終値が 20 取引日連続して本新株予約権の行使価額の

150％を超過した場合に発動することとしております。 

なお具体的な取得条項の発動時の株価水準は行使価額11円に150％を乗じた16円（小数点以下切捨て）

としており、取得条項が発動された場合、割当先がすべての本新株予約権を行使するものとしております。  

当社は、取得条項がない場合についても、取得条項がある場合と比べ本新株予約権の価値が高く評価さ

れることを確認しております。 

 

ⅲ．株価の希薄化については、時価よりも低い行使価額で新株式を発行することによる、１株当たり企業

価値の希薄化の影響を下記の算定式により考慮しております。 

行使後の株価＝（行使時株価×発行済株式総数+行使価額×行使による発行株式数） / （発行済株式総

数＋行使による発行株式数） 

なお、任意取得条項の発動時の株価水準である16円の時に全量行使されたと仮定した場合、希薄化によ

り株価が15円（小数点以下切捨て）に低下するとの前提としております。 

行使後の株価＝（16円×333,172,137 株＋11 円×57,000,000 株）/（333,172,137 株＋57,000,000 株）

＝16円 

 

ⅳ．株式の流動性については、全量行使で取得した株式を１営業日あたり266,120株（最近２年間の日次

売買高の中央値である 2,662,100 株の 10％）ずつ売却できる前提を置いております。日次売買高の 10％

という数値につきましては、「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」の100％ルール（自己株式の買

付けに伴う相場操縦等により市場の公正性・健全性が損なわれないよう、取引高を売買高の 100%を上限と

する規制）を参照し、市場環境への影響を鑑みて取引上限高である 100％のうち平均してその 10％～20％

程度の自己株式の取引が市場でなされると想定し、その水準の取引高は市場価額への影響が軽微であるこ

と、また新株予約権の評価を行う一般的な算定機関において通常利用している数値でもあることから、日

次売買高の10％という数値を採用しており、このような前提は妥当であると考えております。 
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ⅴ．その上で、当社は本新株予約権の公正価値（１個当り14.6円）と本新株予約権の払込金額（１個当り

15円）を比較し、本新株予約権の払込金額が本新株予約権の公正価値を上回る払込金額となっていること

から、本新株予約権の発行が特に有利な条件に該当しないと判断いたしました。 

 

なお、当社監査役３名（うち２名は社外監査役）のうち、本日の取締役会に出席した２名（２名とも社

外監査役）から、東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社は、当社と取引関係になく当社経営陣か

ら一定程度独立していると認められること、割当予定先からも独立した立場で評価を行っていること、ま

た、本新株予約権の価額算定方法としては市場慣行に従った一般的な方法で行われている同社の新株予約

権算定報告書において報告された公正価値評価額を上回る払込金額として決定していることから、有利発

行には該当せず、適法である旨の意見を表明しております。当社取締役会において、監査役２名からその

旨の説明を受け、当社取締役会の賛同のもと、本第三者割当による新株予約権の発行を決議しております。 

なお、当社代表取締役社長である姜杰は、本件第三者割当の割当予定先の１つであるユーロスター香港

の100％出資の大株主であり、特別の利害関係を有するため、当該決議には参加いたしておりません。 

 

(２)発行数量および株式の希薄化の規模が合理的あると判断した根拠 

本第三者割当による新株式および新株予約権発行に係る潜在株式数は、それぞれ 25,000,000 株および

57,000,000株の合計82,000,000株（議決権個数は820,000個）であり、平成27年9月30日現在の当社

発行済株式総数333,172,137株に対して24.61％、同日現在の議決権総数3,326,202個に対しては24.65％

となります。そのため、本第三者割当による新株式および新株予約権の発行により、一定の希薄化が生じ

ることになります。 

当社は、現在、継続企業の前提に重要な疑義が存在しており、これらを早期に解消し、収益基盤の確保

を図るために有効な資金調達の手段を講じる必要に迫られております。当社は、このような状況を改善す

べく、成長基盤の確立と企業価値の向上を図るとともに平成29年３月期以降、既存事業である海外事業や

ダイヤモンド事業等の構造改革により営業キャッシュ・フローの黒字化を目指すことのみならず、新規事

業によって新たな収益源を獲得する事を目的としているため、売上の増大だけでなく利益率の向上、およ

び、既存事業との相乗効果が見込め、また、強固な利益体質を目指すためにも、本第三者割当は当社の中

期的な企業価値の向上を図り、既存株主の皆様の利益に資するものと考えております。当社の事業の積極

的推進による収益力の改善など、喫緊に資金を必要としている当社の資金需要を満たし、キャッシュ・フ

ローを改善することが、当社グループの事業基盤の安定のための財務基盤の強化及び将来収益の源泉の確

保となり、中長期的に当社の企業価値向上に資するものであります。 

本第三者割当により一時的に株式の希薄化が生じたとしても、当該条件によらなければ他に現実的なよ

り良い資金調達の手段はなく、本新株式の発行における資金調達が実施されない場合、当社の手元流動資

金も枯渇し、当社グループの事業の積極的な推進もできないこととなり、当社グループが進める事業計画

の実現にも支障をきたすおそれがあるため、その結果として発行数量、株式の希薄化の規模はやむを得な

いものであると考えております。 
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６．割当先の選定理由等 

(１)割当予定先の概要 

割当予定先１ Ping An Dynamic Fund I 

(1)ファンドの名称 Ping An Dynamic Fund I 

(2)所在地 Elian Fiduciary Services (Cayman) Limited, 89 Nexus Way, Camana 

Bay, Grand Cayman KY1-9007,Cayman Islands 

(3)設立根拠等 ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS 

(Limited Partnership) 

(4)組成目的 持分証券あるいは転換社債等への投資による売却益の獲得 

(5)組成日 2015年７月28日 

(6)出資の総額 ９億円 

(7)出資者・出資比率・出資

者の概要 
・Cheung Kam Fai 100％ 

(8)業務執行組合員の概要 名称 Ping An Asset Management Limited 

所在地 

Elian Fiduciary Services (Cayman) Limited, 

89 

Nexus Way, Camana Bay, Grand Cayman KY1-

9007,Cayman Islands 

代表者の役職・氏名 
Director: Cheung Kam Fai 

Director: Zhu Shixing 

事業内容 投資業 

資本金 50,000.00 USD 

(9)国内代理人の概要 名称 東京桜橋法律事務所 

所在地 東京都中央区八丁堀二丁目10番９号 

代表者の役職・氏名 代表弁護士 豊田 賢治 

事業内容 法律事務所 

資本金 該当事項はありません。 

(10)上場会社と当該ファン

ドとの間の関係（注） 

上場会社と当該ファ

ンドとの間の関係 
該当事項はありません。 

上場会社と業務執行

組合員との間の関係 
該当事項はありません。 

上場会社と国内代理

人との間の関係 
該当事項はありません。 

(注) 上場会社と当該ファンドとの間の関係の欄は、平成 28 年２月 19 日現在における 

ものであります。 
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割当予定先２ Eurostar HK Holdings Limited 

① 商 号 Eurostar HK Holdings Limited（ユーロスター香港） 

② 本 店 所 在 地 
ROOM817，Tower B New Mandarin Plaza，14 Science Museum 

Road Kowloon, Hongkong 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Director  姜 杰 

④ 事 業 内 容 投資業 

⑤ 資 本 金 の 額 3.00 USD 

⑥ 設 立 年 月 日 平成23年５月７日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 ３株 

⑧ 事 業 年 度 の 末 日 12月31日 

⑨ 従 業 員 数 1名 

⑩ 主 要 取 引 先 該当事項はありません。 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 ＨＳＢＣ 

⑫ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 姜 杰 100％ 

⑬ 当社との関係等（注）１ 

資 本 関 係
Eurostar HK Holdings Limitedは当社株

式を0.29％所有しております。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係

Eurostar HK Holdings Limitedの100％

出資の大株主であり、同Directorの姜杰

は当社代表取締役社長であります。 

関連当事者への該

当 状 況

姜杰は、当社代表取締役社長であり、関

連当事者に該当します。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財政状態 （注）２ 

  平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 

 純 資 産 － － － 

 総 資 産 － － － 

 １株当たり純資産（円） － － － 

 売 上 高 － － － 

 営 業 利 益 － － － 

 経 常 利 益 － － － 

 当 期 純 利 益 － － － 

 

（注）１．当社との関係等の欄は、平成 28 年２月 19 日現在におけるものであります。 
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   ２．ユーロスター香港は、当社代表取締役社長である姜杰が Director を務める投

資会社でありますが、ユーロスター香港は香港国内において実際の営業活動を

行っておらず、税務申告および財務諸表の作成を義務付けられておりませんの

で、財務諸表は作成しておりません。従って、開示できる経営成績および財政状

態はありません。 

 

(２)割当予定先を選定した理由  

当社は、ファイナンスを行うに際し、事業目的を明確にした事業計画に基づく実行が必要であり、また

既存株主、投資家、証券市場における株式価値への影響は最小限度に抑制されるようにすべきと考えてお

りますが、当社が継続的に純損失を計上していることなどから金融機関からの借入は困難な状況にありま

す。また、金融機関からの借入以外の資金調達方法としては、公募増資、株主割当増資などの手段があり

ますが、当社グループの現在の業績から考慮すると、当社の期待する規模および時期における資本調達の

可能性は低いと考えざるを得ない状況にあるため、第三者割当による新株式および新株予約権の発行はや

むを得ないと判断いたしました。 

その上で、既存株主の皆様の株式の希薄化という不利益の程度、少なくとも日証協指針の範囲内の条件

で引受けをしていただけること、当社が必要とする資金を短期間に確実に調達ができる最善の手段を用い

ること、当社自らがファイナンスの引受先に直接出向いてコミュニケーションを図り、当社の経営成績お

よび財政状況、今後の事業展開、今回の調達資金の使途について十分にご理解していただけることが確認

できること、および反社会的勢力と一切の関わりがないことの確認ができることを基準に、割当予定先を

探してまいりました。そうしたところ、平成27年10月に、香港の上場会社であるMadex International 

Holding Limited（HKSE証券コード:0231、住所：Suite 3005, 30/F, West Tower Shun Tak Centre 168-

200 Connaught Road Central: 代表者Zhang Guodong、以下「MIH」といいます。）の連結子会社である証

券会社 Ping An Securities Limited（152-155 Connaught Road Central, Hong Kong、以下「PAS」といい

ます。）の紹介を受け、同社と本資金調達に関する協議を重ねてまいりました。結果、本件の資金調達にお

ける投資家の募集を、PASにて執り行うことで合意を得ました。 

しかしながら、PAS自体で本第三者割当における新株式および新株予約権の引受けを行うことは 、当社

が現在、平成28年3月期において営業損失を計上し、かつ営業キャッシュ・フローがマイナスになった場

合に JASDAQ の基準により当社株式が上場廃止となる猶予期間にあることから、上場会社である MIH の連

結子会社としてリスクが大きいとして、今回の割当先に、MIHの大株主でもあるCheung Kam Fai氏が100％

株式を保有するPing An Asset Management Limited（住所：Elian Fiduciary Services Limited, 89 Nexus 

Way, Camana Bay, Grand Cayman KY1-9007, Cayman Islands:代表者Cheung Kam Fai、以下「PAM」といい

ます。)を紹介いただきました。そしてPAMと協議をした結果、日本市場向け投資の為に設立されたファン

ドであるPADでの引き受けとしたい旨の話がありました。なお、PADはCheung Kam Fai氏が100％出資し

ており、PAMが業務執行組合員になっております。 

当社としましても、PAD は純投資を目的としており、当社の経営へ関与する意向がないことが明らかな

割当予定先であると考えており、当社が自発的かつ独自に収益性、将来性を高める諸施策を実行するうえ

で、最良の選択であると考え、PADを本資金調達の割当予定先として選定いたしました。 

また、もう1社の割当予定先であるユーロスター香港につきましては、当社の代表取締役社長である姜

杰が100％出資の大株主であり、姜杰の資産管理会社として投資業を行っておりますが、ユーロスター香

港より、本件資金調達に応じることが可能である旨の回答を得ました。ユーロスター香港は、当社の代表

取締役社長である姜杰がDirectorおよび大株主であることから当社の経営成績ならびに財政状況、今後

の事業展開、今回の調達資金の使途についても十分に理解しており、また、当社の資金状況や資金の必要

性に応じて、仮に当社の株価が行使価額を下回っている状態であっても、本新株予約権の行使することを

表明していることから、ユーロスター香港を候補先として選定することが最適であると判断いたしまし

た。 
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当社は、上記候補先と最終的な面談ならびに資産の調査、反社調査などを行ったうえ、上記候補先を本

資金調達の割当予定先に決定いたしました。他方、約１年前から当社取締役会は、当社の状況を鑑み、確

実に資金調達を実現するため、また、第三者割当増資を行うことにより今後の長期的な経営の安定を図る

ため、本第三者割当について議論してまいりました。このような議論を踏まえて、当社は、上記候補先２

者と面談並びに資産の調査、反社調査などを行ったうえ、上記候補先を本資金調達の割当予定先に最終決

定いたしました。 

 

(３)割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先PAD より株式の保有方針について、PAD が当社の新株式および新株予約権を引き受

ける理由はあくまで純投資であり、キャピタルゲインの獲得のみを目的としているため、当社の株価の動

向によりある水準のキャピタルゲインが得られる場合には、当社株式および新株予約権の行使によって入

手した当社株式を市場で売却するとの説明を口頭で受けております。 

また、もう１つの割当予定先であるユーロスター香港の保有方針につきましては、２年以内で売却する

意向はなく、２年以上の中長期間に渡り保有する方針であるでことを口頭にて確認しております。 

なお、当社は割当予定先が本新株式の全部又は一部を第三者に譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏

名および住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を、当社に書面により報告す

る旨、並びに当社が当該報告内容等を株式会社東京証券取引所に報告し、当該報告内容が公衆縦覧に供さ

れることに同意する旨の確約書を受領する予定であります。 

 

(４)割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先であるPADからは、平成28年２月18日時点のメイ銀行（所在国：香港）の243百万円の資

金証明書を入手し、資金面で問題がないことを確認しております。なお、PAD の予約権行使に関する資金

につきましては、PADの出資者であるCheung Kam Fai氏より権利行使開始日である平成28年３月14日ま

でに３億円を出資する旨を口頭にて確認をしております。 

また、もう１つの割当予定先であるユーロスター香港につきましては、100％出資の大株主であり当社代

表取締役である姜杰の資金証明書（平成27年12月31日時点のBEA東亜銀行（所在国：香港）の33.5百

万香港ドル（約491百万円）および5.3百万人民元（約93百万円））を入手しており、当該資金が自己資

金であること、および、ユーロスター香港に資金を貸し付ける旨の確認書を受領していることから、割当

予定先であるユーロスター香港の資金面について、問題はないと判断しております。 

 

(５)割当予定先の実態  

当社は、企業調査等を依頼している、第三者機関である民間調査会社（株式会社ジェイ・ビー・エス：

代表取締役村上英嗣：東京都千代田区神田神保町三丁目２番5号 以下、「ジェイ・ビー・エス」といいま

す。 ）に割当予定先が反社会的勢力との関係を有していないかの調査を委託しており、ユーロスター香

港およびPADは反社会的勢力と一切関係のないこと、ならびに暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他

の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体（以下、「特定団体等」

といいます。）に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを当社として確認しております。ま

た、ユーロスター香港の大株主およびDirectorであり当社の代表取締役である姜杰やPADの100％出資者

であるCheung Kam Fai氏およびPAMのDirectorあるCheung Kam Fai氏、Zhu Shixing氏につきまして

も、第三者機関である民間調査会社のジェイ・ビー・エスから反社会的勢力と一切関係のないこと、なら

びに特定団体等に該当せず、かつ、特定団体等とは一切関係がないことを確認いたしました。 

また、当社は、割当予定先であるユーロスター香港、ユーロスター香港の大株主およびDirectorであり

当社の代表取締役である姜杰やPAD、および、PADの100％出資者であり、PAMのDirectorであるCheung 

Kam Fai氏、PADの業務執行組合員であるPAM、PAMのDirectorであるZhu Shixing氏、が暴力団等とは
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一切関係がないことを示す確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 

 

７．募集後の大株主および持株比率 

（1）本新株式割当後の大株主の状況 

募集前（平成27年９月30日現在） 募 集 後 

宗教法人天照の神の会                

代表役員 小松 賢壽 
14.38%

宗教法人天照の神の会 

代表役員 小松 賢壽 
13.38%

CBHK-GUOTAI JUNAN SECURI TIES(HONG 

KONG) LIMITED-CLIENT ACCOUNT 11.85%

CBHK-GUOTAI JUNAN SECURI 

TIES(HONG KONG) LIMITED-CLIENT 

ACCOUNT 

11.03%

CBHK-PHILLIP SEC (HK) LTD-CLIENT 

MASTER 
8.23%

CBHK-PHILLIP SEC (HK) LTD-CLIENT 

MASTER 
7.66%

CBHK-CHINA EVERBRIC SECURITIS(HK) 

LIMITED-CLIENT SAFKEEP ACCOUNT 
3.72% Ping An Dynamic Fund I 5.59%

CBSG-MAYBANK KIM ENG SECURITIES 

PTE. LTD. A/C CLIENT 
3.11%

CBHK-CHINA EVERBRIC SECURITIS(HK) 

LIMITED-CLIENT SAFKEEP ACCOUNT 
3.46%

HAITONG INTERNATIONAL SECURITIES 

COMPANY LIMITED 700700 
1.86%

CBSG-MAYBANK KIM ENG SECURITIES 

PTE. LTD. A/C CLIENT 
2.90%

SUN HUNG KAI INVESTMENT SERVICES 

LIMITED-SEGREGATED CLIENT A/C 
1.83%

HAITONG INTERNATIONAL SECURITIES 

COMPANY LIMITED 700700 
1.74%

THE BANK OF NEW YORK - JASDECNON-

TREAY ACCOUNT 1.54%

SUN HUNG KAI INVESTMENT 

SERVICES LIMITED-SEGREGATED 

CLIENT A/C 

1.71%

マネックス証券株式会社 1.12% Eurostar HK Holdings Limited 1.67%

宝天大同                            

代表役員代表者 李 義明     
0.92%

THE BANK OF NEW YORK - JASDECNON-

TREAY ACCOUNT 
1.44%

(注) １.上記の割合は、小数点以下第三位を四捨五入して算出しております。 

２.平成 27 年９月末日時点の株主名簿を基にして作成しております。 

３．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数は平成 27 

年９月末日現在の株主名簿に基づき 551,937 株であります。 

 

（1）本新株式割当及び本新株予約権全部行使後の大株主の状況 

募集前（平成27年９月30日現在） 募 集 後 

宗教法人天照の神の会                

代表役員 小松 賢壽 
14.38%

宗教法人天照の神の会               

代表役員 小松 賢壽 
11.54%

CBHK-GUOTAI JUNAN SECURI TIES(HONG 

KONG) LIMITED-CLIENT ACCOUNT 
11.85% Ping An Dynamic Fund I 11.34%

CBHK-PHILLIP SEC (HK) LTD-CLIENT 

MASTER 8.23%

CBHK-GUOTAI JUNAN SECURI 

TIES(HONG KONG) LIMITED-CLIENT 

ACCOUNT 

9.51%

CBHK-CHINA EVERBRIC SECURITIS(HK) 

LIMITED-CLIENT SAFKEEP ACCOUNT 
3.72% Eurostar HK Holdings Limited 8.67%

CBSG-MAYBANK KIM ENG SECURITIES 

PTE. LTD. A/C CLIENT 
3.11%

CBHK-PHILLIP SEC (HK) LTD-CLIENT 

MASTER 
6.60%

HAITONG INTERNATIONAL SECURITIES 1.86% CBHK-CHINA EVERBRIC SECURITIS(HK) 2.99%
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COMPANY LIMITED 700700 LIMITED-CLIENT SAFKEEP ACCOUNT 

SUN HUNG KAI INVESTMENT SERVICES 

LIMITED-SEGREGATED CLIENT A/C 
1.83%

CBSG-MAYBANK KIM ENG SECURITIES 

PTE. LTD. A/C CLIENT 
2.50%

THE BANK OF NEW YORK - JASDECNON-

TREAY ACCOUNT 
1.54%

HAITONG INTERNATIONAL SECURITIES 

COMPANY LIMITED 700700 
1.50%

マネックス証券株式会社 
1.12%

SUN HUNG KAI INVESTMENT SERVICES 

LIMITED-SEGREGATED CLIENT A/C 
1.47%

宝天大同                            

代表役員代表者 李 義明     
0.92%

THE BANK OF NEW YORK - JASDECNON-

TREAY ACCOUNT 
1.24%

 (注) １.上記の割合は、小数点以下第三位を四捨五入して算出しております。 

２.平成 27 年９月末日時点の株主名簿を基にして作成しております。 

３．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数は平成 27 

年９月末日現在の株主名簿に基づき 551,937 株であります。 

 

８．今後の見通し 

本第三者割当による新株式および新株予約権発行の発行による当社の平成 28 年３月

期の連結業績への影響は軽微であると考えておりますが、今後修正の必要性及び公表す

べき事項が生じた場合は、速やかにお知らせいたします。また、当社の平成 29 年３月

期の連結業績予想に与える影響につきましては、判明次第お知らせいたします。 

 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当は、①希薄化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこと（新

株予約権は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではな

いこと）から、株式会社東京証券取引所の定める上場規程第432 条に定める独立第三者からの意見入手

及び株主の意思確認手続きは要しません。 
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10．最近３年間の業績およびエクイティ・ファイナンスの状況 

(１)最近３年間の業績（連結）                              

（単位：百万

円） 

事業年度の末日 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

売上高 2,984 3,477 3,232

営業利益 △825 △12 △128

経常利益 △659 △63 △163

当期純利益 △966 △760 △187

1 株当たり当期純利益

(円) 

△2.90 △2.28 △0.56

1 株当たり配当金(円) ― ― ―

1 株当たり純資産(円) 8.03 5.6 4.5

 

(２)現時点における発行済株式数および潜在株式数の状況        

（平成 28 年２月 18 日現在） 

種    類 株 式 数 発行済株式数に対する 

比率 

発行済株式数      333,172,137 株 100％ 

現時点の転換価格（行使価格

） 

における潜在株式数 

― ― 

下限値の転換価格（行使価格

） 

における潜在株式数 

― ― 

上限値の転換価格（行使価格

） 

における潜在株式数 

― ― 

 

(３)最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

始 値 23 円 13 円 22 円

高 値 31 円 48 円 24 円

安 値 10 円 12 円 15 円

終 値 13 円 22 円 19 円

 

①  最近６か月間の状況 

 27 年８月 27 年９月 27 年 10 月 27 年 11 月 27 年 12 月 28 年１月

始 値 29 円 21 円 15 円 20 円 14 円 10 円

高 値 32 円 23 円 21 円 22 円 14 円 12 円

安 値 19 円 13 円 14 円 １円 ７円 ８円

終 値 22 円 14 円 20 円 13 円 ９円 ９円

 

②  決議日前営業日における株価 

 平成 28 年２月 18 日 
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始  値 10 円

高  値 11 円

安  値 9 円

終  値 11 円

 

(４)最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅱ．新たな事業の開始について 

 

１．事業開始の趣旨 

当社グループは、海外事業、ダイヤモンド事業、ダイヤモンド研磨事業、トレーディング事業、不動

産事業の５つを報告セグメントとしておりますが、これらの既存事業に加えて、新規事業として宝飾品

を中心とした免税品を訪日外国人向けに販売していくことを目的とした免税品販売事業を開始いたしま

す。 

免税品販売事業につきましては、成長市場である訪日外国人市場において当社の専門分野である宝飾

品を中心とした免税品を、中国人をはじめとする訪日外国人向けに販売していくことを目的とした店舗

の運営を行っていく計画であります。 

ターゲット顧客としている訪日外国人（主に中国人観光客を想定しております。）の平成27年度の

市場規模は３兆4771億円であり、うち中国人観光客の市場規模は１兆4174億円で、実に全体の

40.8％を占めております（いずれも日本政府観光局公表）。また、訪日外国人市場は、東京オリンピッ

クが開催される平成32年度までには4兆円規模になるとも言われております。 

店舗の出店エリアは、ターゲット顧客である中国人観光客の買い回り先のひとつである「新宿」に隣

接する「西新宿」を計画しております。 

西新宿には訪日外国人客の宿泊する施設も多く、また、現在、当社代表取締役である姜杰が中国国内

の旅行業者と、ツアー客を当店舗に優先的に誘導してもらうように交渉を進めていることから、連日多

くの中国人観光客で賑わう新宿に隣接しながらも、ツアー客を取り込む為の観光バスを停車する余地の

ある当エリアが、当免税品販売事業の店舗出店にふさわしいと判断いたしました。 

免税品販売事業を推進していくことは、当社グループの企業価値の向上をさらに推し進めてまいる所

存です。 
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２．新たな事業の概要 

 （１）新たな事業の内容 

宝飾品を中心とした免税品を、中国人をはじめとする訪日外国人向けに販売していくことを目

的とした店舗の運営。 

 

（２）当該事業を担当する部門 

    株式会社サハダイヤモンド・トレーディング トレーディング事業部（注） 

    （注）なお、株式会社サハダイヤモンド・トレーディングは当社の連結子会社です。 

 

（３）新たな事業を開始するために特別に支出する金額及び内容 

店舗の出店に係る初期費用の総額は80百万円であり、内訳として、敷金・保証金で30百万

円、内装費で50百万円を見込んでおります。 

 

３．日程 

（１）取締役会決議日 平成28年２月19日 

（２）事業開始期日 平成28年６月１日（予定） 

 

 

４．今後の見通し 

当社は、上記「Ⅰ．第三者割当により発行される株式および第11回新株予約権の募集について」に

記載のとおり、本第三者割当で調達する資金を、免税品販売事業の投資資金に充当する予定です。 

現時点において、免税販売事業の開始は平成28年６月を予定していることから、当社の平成28年

３月期の連結業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後修正の必要性及び公表すべき

事項が生じた場合は、速やかにお知らせいたします。また、当社の平成 29 年３月期の連結業

績予想に与える影響につきましては、判明次第お知らせいたします。 

 

 

以 上 
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（別紙） 

 

募集株式の発行要項 

 

１．募集株式の種類      当社普通株式 25,000,000 株 

２．払込金額         １株につき 11 円 

３．払込金額の総額      275,000,000 円 

４．増加する資本金及び    資本金  金 137,500,000 円 

資本準備金の額      資本準備金  金 137,500,000 円 

５．申込期日         平成 28 年３月７日 

６．払込期間         平成 28 年３月７日から同月 14 日まで 

７．募集又は割当方法     第三者割当による 

８．割当先及び割当株式数   Ping An Dynamic Fund I 20,000,000 株 

               Eurostar HK Holdings Limited  5,000,000 株 

９．払込取扱場所       株式会社三菱東京 UFJ 銀行 本所中央支店 

10．その他          ①上記各項については、金融商品取引法による届出の 

効力発生を条件とする。 

②その他第三者割当による株式の発行に関し必要な事

項は、当社代表取締役に一任する。 
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株式会社サハダイヤモンド 

第11回新株予約権発行要項 

 

新株予約権の目的となる株

式の種類 

当社普通株式 

完全議決権株式であり、株主の権利に何ら制限のない株式である。 

なお、単元株式数は100株である。 

申込期日 平成28年３月７日 

割当日 平成28年３月７日 

払込期日 平成28年３月７日から同月14日まで 

新株予約権の目的となる株

式の数 

１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数

57,000,000株とする（本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、本欄第２項ない

し第４項により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的で

ある株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

  ２．当社が別欄「新株予約権の行使時の払込金額」欄の規定に従って行使価額の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整されるものとする。

但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。なお、か

かる算式における調整前行使価額および調整後行使価額は、別欄「新株予約

権の行使時の払込金額」第３項に定める調整前行使価額および調整後行使価

額とする。 

    

調整後割当株式数＝ 
調整前割当株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

  

  ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる別欄「新株予約権の行

使時の払込金額」第３項第(2)号および第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

  ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の

前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、

調整前割当株式数、調整後割当株式数およびその適用開始日その他必要な事

項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことが

できない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

新株予約権の行使時の払込

金額 

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行

使価額に割当株式数を乗じた額とする。 

  ２．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式

１株当たりの出資される財産の価額（以下、「行使価額」といいます。）

は、金11円とする。 

  ３．行使価額の調整 

(1）当社は、本新株予約権の割当日後、本欄第３項第(2)号に掲げる各事由によ

り当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性が
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ある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」といいます。）

をもって行使価額を調整する。 

    

      

  
  

＝

  
 

×

既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たりの払

込金額 

調整後 

行使価額

調整前 

行使価額

１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

  

  (2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合および調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。 

  ① 本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株

式を新たに発行し、又は当社の有する当社普通株式を処分する場合（無

償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株

式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって

当社普通株式を交付する場合、および会社分割、株式交換又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はそ

の最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又

はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

  ② 株式分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日以降こ

れを適用する。 

  ③ 本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株

式を交付する定めのある取得請求権付株式又は本欄第３項第(4)号②に定

める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与

する場合 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株

予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式

を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）

以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但

し、株主に割当てを受ける権利を与えるための株主割当日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。 

  ④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに本欄第３項第(4)号②

に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。 

  (3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額と

の差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、

その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を調整する場
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合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額から

この差額を差引いた額を使用する。 

  (4）その他 

  ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、小

数第３位を切り捨てるものとする。 

  ② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）

の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値

とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第３位まで算出し、

その小数第３位を切り捨てるものとする。 

  ③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日が

ない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日におけ

る当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当

社普通株式を控除した数とする。 

  (5）本欄第３項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げ

る場合には、当社は必要な行使価額の調整を行う。 

  ① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のた

めに行使価額の調整を必要とするとき。 

  ② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の

発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

  ③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。 

  (6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前

日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、

調整前行使価額、調整後行使価額およびその適用開始日その他必要な事項

を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことが

できない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価額の総額 

635,550,000円 

（注） すべての新株予約権が行使されたと仮定して算出された金額である。新

株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権者がその権

利を喪失した場合および当社が取得した新株予約権を消却した場合には、上

記株式の発行価額の総額は減少する。 

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額 

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請

求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額に、行使請求

に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別欄「新株予約権の

目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とする。 

  ２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金および資本

準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合は
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その端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する

資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

新株予約権の行使期間 平成28年３月14 日から平成30年３月13日までとする。（但し、別欄「自己新

株予約権の取得の事由および取得の条件」に従って当社が本新株予約権の全部又

は一部を取得する場合、当社が取得する本新株予約権については、取得日の前日

までとする。） 

新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所および払

込取扱場所 

１．新株予約権の行使請求の受付場所 

株式会社サハダイヤモンド本社管理部 

東京都墨田区千歳三丁目12番７号 

２．新株予約権の行使請求の取次場所 

該当事項はありません。 

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所 

株式会社三菱東京UFJ銀行 本所中央支店 

東京都墨田区両国四丁目30番12号 

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。 

自己新株予約権の取得事由

及び取得の条件 

当社は、本新株予約権の割当日以降、東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値が20取引日連続して、行使価額の150％を上回った場合、当社取締

役会が別途定める日（以下、「取得日」という。）の20取引日前までに本新株予

約権者に対する通知又は公告を行うことにより、取得日において本新株予約権１

個につき金15円で、取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得するこ

とができる（本項に基づく本新株予約権の取得を請求する権利を、「本取得請求

権」という。）。なお、当社が、本取得請求権を行使できることとなった日（東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が20取引日連続して行使価

額の150％を上回った場合の当該20取引日目の日）から30取引日の間に、上記

通知又は公告を行わない場合、当社は本取得請求権を喪失すものとする。なお、

当社が本取得請求権の一部を行使し又は喪失した後、再び本取得請求権の行使条

件が充たされた場合、当社は本取得請求権を新たに取得するものとし、当該本取

得請求権については本項の規定が同様に適用される。なお、本取得請求権により

本新株予約権の一部を取得する場合には、抽選その他合理的な方法により行うも

のとする。 

新株予約権の譲渡に関する

事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事項 

該当事項はありません。 

  

以 上 

 

 

 
 


